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 本論文は、東北大学大学院文学研究科（英語学専攻）に平成 27（2015）年 1 月に提出さ
れた博士論文である。本論文で示されている研究の際には、東北大学大学院 金子義明教
授、同 島越郎准教授にご指導いただいた。研究内容の素材は、2003 年 2 月に発足した
大学英語教育学会北海道支部 ESP（English for Specific Purposes）研究会（代表：内
藤永）で実施された研究、そして、2011 年 4 月より北海学園大学経営学部で実践された教
育、2014 年 4 月より札幌市経済局との共同研究事業の中で行われた教育と研究から得た
ものである。 
 本研究の源流をたどるならば、1988 年 4 月に東北大学文学部で学部進学して以来、


































決まった際にご挨拶に行ったが、「医学生を教えるのですか。New York Times では毎週
医学と健康を特集しますから、それがすらすら読めるように鍛えたらいいですね」と教えてい
ただいた。旭川医科大学の 15 年間、そして、現在も、授業で New York Times を取り上
げている。 
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English for Specific（ESP： 特定の目的のための英語）のアプローチを採用して、全体の
枠組みを定めることにする。英語教育の一つのアプローチであるこの ESP では、教育の際



































































図 2 で示してあるとおり、2001 年の時点で、海外に海外直接投資企業（50％以上の議決
権を持つ子会社）の数は 6,000 件を超え、中小企業の占める割合がその 68%となっている。
2006 年度には中小企業の占める割合は 71%と増えている。この増加傾向は、2007 年～
2008 年の世界金融恐慌の影響で停滞しつつも、中長期的には増加することが予測されて














































図 3．北海道の貿易額年別推移「目で見る北海道貿易 2013」北海道経済産業局 
                                            
































































図 4．北海道の主な貿易相手地域「目で見る北海道貿易 2013」北海道経済産業局 
 
貿易依存度は、「実質貿易額÷実質 GDP」で算出されるが、2008 年の日本の依存度は








100 社から 150 社に留まり、JETRO 北海道（2013）の『道内企業の海外事業活動調査』に
よると、北東アジア（中国、韓国、台湾、モンゴル）が 81 社、東南アジア（タイ、マレーシア、
シンガポール、インド、インドネシア、フィリピン、ベトナム、バングラディシュ、ミャンマー）が






































渉」のできるグローバル人材は、日本企業には 2012 年現在で 169 万人いる。2012 年の日
本の就業者人口は、総務省統計局の労働力調査によれば、6,270 万人であるので、グロー
















10,583 件で、常時従業者数は、267,991 人となっていて、1 事業所当たりの人数は平均す






平成 24 年度学校基本調査によると北海道の高校在籍者数は 139 万人、高校卒業者数
は 4.5 万人で、そのうち大学進学者は 1.8 万人と進学率は 40.2%に留まる。そのうち北海
道内への大学の進学率は 69.7%と全国的に見ても極めて高い。1.3 万人が地元の大学に
行く計算である。この内の 2 割を大学でグローバル人材として育成したとして、年間に 0.26


















 （1）  企業のグローバル化の段階 
第 1 段階： 輸出型：ディーラーやディストリビューターに頼る 
 第 2 段階： 100％子会社による販売会社の展開 
 第 3 段階： 鍵となる海外市場で生産、マーケティング、販売を行う 
 第 4 段階： 開発から販売までを重要な海外市場に移管 










                                            
2 Black and Morrison (2010)では、グローバリゼーションにおける段階としては、4 段階に区分されて
いる。 
第 1 段階： Domestic Focus： 国内に誕生した企業が国内を主戦場とする 
第 2 段階： Exports： 国内の生産量が増加し、余力で海外に輸出する 
第 3 段階： Regional Focus： 海外の現地のニーズに合わせた商品、サービス、 
流通が求められ、現地化、地域化が進む 
第 4 段階： Borderless Global Business： Global Integration と Local  
Responsiveness が鍵となり、複雑なプロセスを管理する 
本研究で関連する第 2 段階は、細かく区分した Ohamae の方が国内事情に合致する。 
3情報技術革命によってもたらされた社会の現状を踏まえて、「グローバル」という言葉が頻繁に使われる























一貫して ESP の視点から研究課題に取り組むこととする。 
 本研究の枠組みとなる ESP は、Dudley-Evans and St John （1998）によれば、その源
流は科学技術が急速に発達し、科学、技術、ビジネスの国際語として英語が使われるように
なった 1950 年代から 1960 年代にある。当時は、科学技術英語（English for Science and 
Technology）が研究の対象であった。ESP が学問分野として発達したのは、Swales 
（1985）によれば、Barbar （1962）が ESP の最初の研究である。この論文では、科学技術
英語の分析に言語学が用いられ、科学英語が一般英語とは異なることが示された。また、
Swales （2000） によれば、ESP が分野としての基盤を作ったのは、Halliday, Strevens 
and McIntosh （1964）の『The Linguistic Sciences and Language Teaching』である。
社会で使用されている言語の研究は、特定の文脈で使われている話し言葉、書き言葉の種
類や使用方法を記述すべきこと、有名人や特別な人をではなく、一般の人が現在使用して
いる日常言語を研究対象とすべきことなどが示されている。1970 年代に入ると ESP 研究の
中心は、特定の文脈で使用されている語彙やセンテンスパターンから、学習者のニーズへ
と関心が移っていく。Hutchinson and Waters （1987）の指摘によれば、ニーズ分析に関
しては、Munby （1978） が最初の詳細な研究で、そこでは学習者に求められているコミュ
ニケーション上の必要性を分析（Target Situation Analysis）する手続きが示されている。  
このようなニーズ分析の研究は、その後の発展で目標となるディスコースコミュニティの様
子について、解明すべき要素が含まれていることが徐々に明らかになった。分析の基本は









ればならない。ニーズ分析は、以上の X と Y の詳細を明らかにすることで、最終的には学
習者の到達目標を設定できる。この X の対象に関しては、学習環境の枠組みを超えて、プ
ロフェッショナル集団や地域社会全体のニーズ分析へと研究が広がりを見せた(West 
（1984）や Long （2004）などを参照)。5 

















































 以上、これまでの ESP の研究の歴史、特に、ニーズ分析に関する調査研究を概観したが
が、地域全体のニーズを捉えて、さらには、産学連携での人材育成の枠組みまでも視野に











 第 2 章では、北海道の産業界の就業者（1,085 名）と事業所（409 箇所）から回答を得て、
仕事で使う英語のニーズの調査結果を提示する。英語を日常的に使用している事業所は 1
割に留まる一方で、3 割が英語を必要、5 割が重要と捉えていて、5 割以上が情報収集の
ための英語力を必要とするなど、英語に対するニーズが高いことが判明した。しかし、英語
対策をしている事業所は 1.5 割程度にすぎず、個人の努力に委ねられていた。 
 第 3 章では、仕事で英語を使用しているビジネスパーソン（28 名）にインタビューを実施
し、仕事で使う英語の習得状況、詳しい英語の使用実態を調査した結果を示す。業務上で
英語を使う割合は全体の 2～3 割で、英語の 4 技能がまんべんなく使用されていた。On 
the Job Training の中で英語を習得し、英語の基礎力を土台として、専門語彙を駆使する、
英語の内容を常に確認するなどの工夫をすることで多岐な業務をこなしていた。 










 第 5 章では、自立した英語使用者となるまでの学習内容と到達目標を提示する。英語学
習時間は通算 2 年近くを要し、業務をこなすために 3,250-3,900 語が必要となる。入門期
































































 （2） a. 設問中にある用語の定義に関する問題 
  b. 設問の不足、欠落の問題 

















































                                            














業所に送付され5、2005 年 11 月 21 日～12 月 10 日の約３週間で 409 箇所から回答を得
た。回収されたアンケートは、基本的点検、論理点検、データ入力作業、データ点検、集計










調査実施期間： 2005 年 10 月 17 日～10 月 19 日 
発送数/回収数： 2,607 名/ 1,085 名    
有効回収数： 1,085 名    
回収率： 41.6％  
（4） 質問項目の概要 
問 1～3 英語の使用度（英語の種類、技能、場面、資格試験） 
問 4～6 英語の必要度（英語の種類、必要な理由、資格試験） 
問 7～8 学習状況（学習経験の有無、学習内容） 




                                            
5 総発送数は札幌(1,209 件)、旭川（300 件）、函館(300 件)、苫小牧(115 件)の 1,924 件であったが、
札幌と函館に関しては、最新版ではなく、１つ前の版の商工名鑑から無作為抽出したため、札幌(113







 インターネットによる就業者調査は 2,607 名に調査依頼を送付したところ、有効回収数6が
1,085 名あり、回収率は 41.6%と高率であった。職種別7の回答者は、表１に示されたように、
多い順に、「事務職」が 226 名(20.8%)、「技術・専門職」が 219 名(20.2%)、「公務員・非営
利団体職員（公務関連）」が150名(13.8%)、「販売・サービス」が109名(10.0%)、「自営業」
が 102 名(9.4%)、「医師・医療技術士・医療関係者（医療従事者）」が 69 名(6.4%)、「その
他」が 57 名(5.3%)、「管理職」が 52 名(4.8%)、「教職員」が 44 名(4.1%)、「会社・団体の経
営者・役員（経営者・役員）」が 43 名(4.0%)、「農林漁業」が 12 名(1.1%)、「弁護士・公認会
計士・税理士（法律関連）」が 2 名(0.2%)であった。 
 
表 1． 職種別回答者数（N=1,085） 
職     種 回答者数 割合 
事務職 226 21% 
技術・専門職 219 20% 
公務関連 150 14% 
販売・サービス 109 10% 
自営業 102 9% 
医療従事者 69 6% 
その他 57 5% 
管理職 52 5% 
教職員 44 4% 
経営者・役員 43 4% 
農林漁業 12 1% 
法律関連 2 0% 














下、専門英語）の使用頻度は、「毎日使う」が 51 名(4.7%）、「週数回使う」が 50 名(4.6%）、






(2.1%）、「週数回使う」が 42 名(3.9%）、「月数回使う」が 59 名(5.4%)、「年数回使う」が 164
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「読む」技能については、「毎日使う」が 49 名(13.2%）、「週に数回使う」が 55 名(14.8%）、
「月に数回使う」が 78 名(20.1%）、「年に数回使う」が 124 名(33.3%）、「使わない」が 66 名
(17.7%)いた。「書く」技能については、「毎日使う」が 26 名(7.0%）、「週に数回使う」が 34
名(9.1%）、「月に数回使う」が 48 名(12.9%）、「年に数回使う」が 115 名(30.9%）、「使わな
い」が 149 名(40.1%)いた。「聞く」技能については、「毎日使う」が 26 名(7.0%）、「週に数
回使う」が 37 名(10.0%）、「月に数回使う」が 56 名(15.1%）、「年に数回使う」が 154 名
(41.4%）、「使わない」が 99 名(26.6%)いた。「話す」技能については、「毎日使う」が 27 名
（7.3%）、「週に数回使う」が 33 名(8.9%）、「月に数回使う」が 46 名(12.4%）、「年に数回使









































1 ホームページ閲覧・検索 43% 1 顧客対応 30% 
2 マニュアル 38% 2 電話 16% 
3 電子メール 34% 3 社内コミュニケーション 13% 
書く 話す 
1 電子メール 34% 1 顧客対応 34% 
2 報告書 12% 2 社内コミュニケーション 16% 
3 専門誌・論文 9% 3 電話 14% 
 
「読む」については、「ホームページ閲覧・検索」(160 名の 43.0%)、「マニュアル」（140 名
の 37.6%）、「電子メール」(127 名の 34.1%)が上位を占めた。「書く」については、「電子メ
ール」(127 名の 34.1%)、「報告書」（43 名の 11.6%）、「専門誌・論文」（33 名の 8.9%）が
上位を占めた。「聞く」については、「顧客対応」（111 名の 29.8%）、「電話」(61 名の 16.4%)、
「社内コミュニケーション」（48 名の 12.9%）が上位を占めた。「話す」については、「顧客対











た。結果は、表３が示すとおり、企業で採用されることの多い「TOEIC8」 が 37 名(10.0%)、
実用英語技能検定、いわゆる「英検」が 27 名(7.3%)、「その他」が 3 名(0.8%)、「求められ
                                            
8  TOEIC (Test of English for International Communication) は主催者発表によると 2004 年度


















たのは、順に「技術・専門職」の 26 名(11.9％）、「医療従事者」の 19 名(27.5%)、「教職員」
の 12 名（27.3%）で、いずれも専門性の高い職種であった。 


























1 技術・専門職 219 26 12% 7  経営者・役員 43 7 16% 
2 医療従事者 69 19 28% 8  販売・サービス 109 4 4% 
3 教職員 44 12 27% 9  その他 57 3 5% 
4 事務職 226 10 4% 10  農林漁業 12 1 8% 
5 自営業 102 9 9% 11  管理職 52 1 2% 

















（まあ必要）」が 235 名(21.7%）、「どちらかというと不要（まあ不要）」が 248 名(22.9%)、「不
要」が 486 名(44.8%)であった。職場における「一般英語」については、「必要」が 113 名
（10.4%）、「まあ必要」が 288 名(26.5%）、「まあ不要」が 275 名(25.4%)、「不要」が 409 名
(37.7%)であった。職場における「基礎英語」については、「必要」が 204 名（18.8%）、「まあ





























202 名(44.0%)、「交流」が 195 名(42.5%)、「情報発信」が 100 名(21.8%)、「社外業務」が
81 名(17.7%)、「海外出張」が 53 名(11.6%)、「海外勤務」が 20 名(4.4%)、「その他」が 14
名(3.1%)であった。 
 
表 5．職場における 理由別必要度(N=459) 
順位 必要な理由 割合 順位 必要な理由 割合 
1 情報収集の為 60% 5 社外業務の為 18% 
2 社内業務の為 44% 6 海外出張の為 12% 
3 交流の為 42% 7 海外勤務の為 4% 

























が 50 名(16.5%)、「通信（添削）講座を利用した(通信講座)」が 35 名(11.6%)、「大学時代
の英語の教材を復習した(大学時代のテキスト)」が 30 名(9.9%)、「e ラーニング（e-learning）
を利用した(e ラーニング)」が 27 名(8.9%)、「企業内研修を受講した(企業研修)」が 26 名
(8.6%)、「その他」が 21 名(6.9%)、「海外に留学した(海外留学)」が 11 名(3.6%)、「大学の

















1 自習型 市販教材 46% 8 自習型 大学のテキスト 10% 
2 自習型 英語放送 43% 9 通信教育型 e ラーニング 9% 
3 自習型 新聞雑誌 34% 10 参加型 企業研修 9% 
4 通信教育型 ラジオ・テレビ講座 34% 11 その他 その他 7% 
5 参加型 スクール 30% 12 参加型 海外留学 4% 
6 自習型 中高のテキスト 17% 13 参加型 公開講座 2% 











分 類 カ テ ゴ リ ー 合計 ＋ － 
実用重視（使える英語教育への転換肯定・提言・批判） 272 271 1 
その他（英語教育への失望・日本人教師への失望など） 144 142 2 
文法重視（文法・読解重視教育の肯定・批判） 125 11 114 
英語使用環境（国際化・現状など） 88 88 0 
早期導入（小学校への英語教育導入への提言・批判） 86 77 9 
試験重視（受験・試験重視への提言・批判） 52 52 0 
学習者の態度（意欲・積極性など） 43 43 0 
指導方法（教材・指導者・活動などへの提言・批判） 40 38 2 
英語の重要性（日本語教育重視・英語不要論など） 23 23 0 













調査実施期間： 2005 年 11 月 21 日～12 月 10 日 
発送数/回収数： 1,770    
有効回収数： 409    
回収率： 23.1％  
（6） 質問項目の概要 






問 5～7  英語の必要度（英語の種類、必要な理由、必要な場面） 
英語の使用度（従業員の使用者割合、使用頻度、使用技能、使用場面） 
事業所の英語に対する取り組み 
問 8～9  重視すべき英語の種類、重視すべき英語の技能 
問 10    事業展開する上で重視する外国語の種類 
問 11   英語教育全般に関する自由回答 
 
２．２．２．１．回収率と回答事業所の業種 
 事業所調査は、実発送数の 1,770 件に対して、有効回収数9が 409 件あり、回収率は
23.1%であった。この種の郵送によるアンケート調査の回収率は 10%程度であることから、
予測よりも遥かに高い回収率であった。内訳は、札幌が 1,096 件の発送に対して 208 件の
返信（回収率 19.0%）、旭川が 300 件の発送に対して 111 件の返信（回収率 37.0%）、函






「建設業」が 60 件(14.7%)、「サービス業」が 50 件(12.2%)、「製造業」が 41 件(10.0%)、
「公務」が 32 件(7.8%)、「飲食店、宿泊業」が 31 件(7.6%)、「運輸業」が 21 件(5.1%)、「不
動産業」が 21 件(5.1%)、「医療、福祉」が 13 件(3.2%)、「複合サービス事業」が 10 件
(2.4%)、「教育、学習支援業」が８件(2.0%)、「金融・保険業」が７件(1.7%)、「その他」12と
                                            
9  回答がされていない、回答内容に整合性の欠如がある４件については無効として分析対象からはず
した。 













「情報通信業」が 5 件(1.2%)、「電気・ガス・熱供給・水道業」が 3 件(0.7%)、「未回答」が 2













1 卸売・小売業 98 24% 11 教育、学習支援業 8 2% 
2 建設業 60 15% 12 金融・保険業 7 2% 
3 サービス業 50 12% 13 その他 5 1% 
4 製造業 41 10% 14 情報通信業 5 1% 
5 公務 32 8% 15 電気・ガス・熱供給・水道業 3 1% 
6 飲食店、宿泊業 31 8% 16 未回答 2 1% 
7 運輸業 21 5% 17 農林業 1 0% 
8 不動産業 21 5% 18 鉱業 1 0% 
9 医療、福祉 13 3% 19 漁業 0 0% 






あ不要）」が 160 件、「不要」が 117 件、未回答が２件であった。「どちらかというと必要」を含











が 65 件(50.0%)、「海外出張」が 53 件(40.8%)、「社内業務」が 48 件(36.9%)、「交流」が
42 件(32.3%)、「社外業務」が 41 件(31.5%)、「情報発信」が 39 件(30.0%)、「その他」が 20









1 情報収集 50% 5 社外業務 32% 
2 海外出張 41% 6 情報発信 30% 
3 社内業務 37% 7 その他 15% 






















いうと必要（まあ必要）」が 57 件(43.8%)、「どちらかというと不要（まあ不要）」が 10 件(7.7%)、
「不要」が５件(3.8%)、未回答が 25 件(19.2%)であった。「日常で使う一般的な英語（一般
英語）」については、「必要」が 45 件(34.6%)、「まあ必要」が 58 件(44.6%)、「まあ不要」が
8 件(6.2%)、「不要」が３件(2.3%)、未回答が 16 件(12.3%)であった。「基礎的な英語（基礎
英語）」については、「必要」が 49 件(37.7%%)、「まあ必要」が 48 件(36.9%)、「まあ不要」































ていますか」という質問に対しては、有効回答が 367 件あった。13以下の表 10 が示すよう
に、常時雇用従業員の 0%が英語を使用しているのが 242 件、同 1～10%が 92 件、同 11
～30%が 16 件、31～50%が７件、51～80%が５件、81%以上が５件であった。 
 
表 10. 事業所における常時雇用従業員に占める英語使用者の割合 
0% 1-10% 11-30% 31-50% 51-80% 81%- 合計 
242 92 16 7 5 5 367 
 
次に、常時雇用従業員の 1～10%以上が英語を使用している 125 件に対象を絞り、「ど
の程度英語を使っていますか」と尋ねた。 
「専門英語」は、「毎日使う」が 21 件（回答事業所全体の 5.1%）、「週に数回使う」が 16
件(同 3.9%)、「月に数回使う」が 17 件（同 4.2%）、「年に数回使う」が 43 件（同 10.5%）で
あった。「一般英語」は、「毎日使う」が 17 件（回答事業所全体の 4.2%）、「週に数回使う」が
17 件(同 4.2%)、「月に数回使う」が 26 件（同 6.4%）、「年に数回使う」が 44 件（同 10.8%）
であった。そして、「基礎英語」は、「毎日使う」が 17 件（回答事業所全体の 4.2%）、「週に





用する」は、専門英語が 14.7%、一般英語が 17.2%、基礎英語が 16.1%という結果であっ
た。これは、一般英語に関する英語種別必要度と同様に、就業者調査の英語種別使用頻
度の結果と酷似するものとなった。 
                                            















































































インタビューガイドでは、周辺情報を含めて表 1 に記した 7 つの資料を準備した。 
 
表１．インタビューガイド 









































公表している JETRO 北海道に協力を要請した。JETRO 北海道からは調査協力の推薦
書を執筆していただき、会員の中で海外取引のある事業所を選定していただいた。最終的
には、情報保護の観点から、JETRO 北海道から直接、書類一式（調査依頼書、推薦書、
平成 17 年度調査概要、回答書、返信用封筒）を 40 の事業所に送付していただいた。 
 
３．１．３．調査実施：半構造化インタビュー 










管理 2 年 
A-2 使用 4 年 
B-1 
サービス業 
国際交流に関わる支援 使用 不明 
B-2 国際イベント開催に関わる支援 使用 10 年 
C-1 サービス業 商品輸出 管理・使用 2 年 
                                            
本研究で開催したワークショップでの議論を踏まえて、区分を設けた。選択肢の詳細については、以下




C-2 使用 2 年 
D-1 
卸売・小売業 
原材料調達、機器輸入 使用 不明 




用 10 年 
E-2 使用 8 年 
F-1 製造業 原料調達、加工品輸入 管理 4 年 
G-1 製造業 機器輸出 使用 7 年 




用 10 年 






用 20 年 
J-2 使用 6 年 
J-3 受注に基づく設計からレポート作成 管理・使用 15 年 





使用 4.5 年 
K-2 管理・使用 0.5 年 
K-3 
原料調達 
使用 1.5 年 
K-4 管理 4 年 
K-5 
資材調達 
使用 3 年 
K-6 管理・使用 6 年 
K-7 
企業環境情報に関わる業務全般 
使用 3 年 
K-8 管理・使用 5 年 
K-9 企業情報に関わる業務全般 使用 9 年 
 













 調査は 3 名の研究者が実施することを基本としたが、実際の調査においては、スケジュー







































































































































































































































































英語学習状況 高校時代にアメリカの公立高校に 1 年間留学していた。一時期、英会話スクールに通ったこともある。 
 
E-1：管理者・使用者、英語使用経験 10 年 
取引対象国 アメリカ、東南アジア、中国、ヨーロッパ、オーストラリア 

































































































































































I-1：管理者・使用者、英語使用経験 10 年 















3 分の 1 くらいは海外出張。海外の展示会には年に５回くらい出展。3 ヶ月



























対話の媒体 電話、電子メール  ※電子メールは 1 日 1 通程度。電話は半年で 2-3 回。 


























































1 回の駐在はだいたい 4-5 年程度。すべてを自分で手配することから当初
は苦労があった。他のだれかに頼らないことが英語上達につながる。差し
迫った状況というのが上達の要因になっている。現地ではコミュニティーカ











一日 30 通程度。社内のやり取りが 20 通、外部とのやり取りが 10 通程度で
ある。電話は一日 2、3 本。海外営業所からの場合は１回 30 分から１時間
程度の電話ミーティング。海外出張は 2、3 ヶ月に 1 回。1 回 1 週間程度あ
る。主に顧客訪問、プロジェクトに関わる特記事項のディスカッションが目的
となる。ミーティングは 2 時間から時には 4、5 時間に及ぶ。パワーポイント
















































































































































K-2：管理者・使用者、英語使用経験 0.5 年 
取引対象国 タイ、ベトナム、マレーシア、シンガポール 




































K-3：使用者、英語使用経験 1.5 年 
取引対象国 オーストラリア、インドネシア、ロシア、中国、カナダ 









































































































































K-7：使用者、英語使用経験 3 年 
取引対象国 カナダ、アメリカ、ヨーロッパ 





電 話 は 時 差 の 関 係 も あり 年 に 数 回程 度 。 そ の 他 の 業 務 と し て は 、
Sustainability Report（年１回発行、翻訳は外注）の英文チェックをしている。
外注当初は、専門用語や固有名詞がきちんと翻訳されていないことがあっ




















































K-9：使用者、英語使用経験 9 年 
取引対象国 北米・ヨーロッパ・アジア諸国 




























































































































































































































































































Luo (2007)では、”The Chinese word “Guanxi”refers to the concept of drawing on connections 
in order to secure favors personal relation. （中略） and governs Chinese attitudes toward 

























































 （3） 第 1 レイヤー：語学、（会計の知識や技術、国際的資格などの）ポータブルスキル 
     第 2 レイヤー：異文化理解 







































して珍しいことではない。2013 年現在 47 カ国が加盟する欧州評議会では、1971 年に作
業を開始してから 30 年以上の時を経て、2001 年に「Common European Framework of 




















図 3．CEFR を参照した、海外につながる人材の資質 
 






































 （6） メール ＞ 直接対話 ＞ 電話 
 















 身振り 口調 産出時間 偏在性 
メール × × ○ ○ 
電話 × ○ × ○ 


































































































 （7） a. 札幌食品商談会（2010 年 10 月） 
 b. シンガポール食品商談会（2010 年 11 月） 











































































                                            





26.2%、およそ 3 割程度なる。要するに、話は半分も伝わらないことになる。 





























































































（11） a. 若い時にバックパック旅行をして、各国を巡る中で、色々な人と話をするよう 
になった。 





 （12） a. 英語が嫌いであったが、英語の必要を感じて半年留学をした。そこで、英語を使 
うことで英語を覚えた。 
 b. 大学の英語の授業がネイティブで、擬似的に会社を作り、そこで英語を使う 
   経験をして、上手くいったことが嬉しかった。 







 CEFR の全体的尺度は、A レベルの基礎的言語使用者、B レベルの自立した言語使用
者、C レベルの熟達した言語使用者の３つのレベルに区分され、各レベルは A1、A2、B1、

























この 2 項目を加えたのが図 8 となる。 
 これら図 8 で示された各要因を考慮しつつ、商談会に参加している企業担当者の状況を
まとめたのが、表2である。表2ではこれまでの議論を踏まえて、企業担当者の英語レベル、








通訳の必要度に基づいてまとめた。なお、英語レベルに関する CEFR の指標は表 3 の通り
である。12 
 
表 2．CEFR のレベルと各要因 
企業担当者の英語レベル 即レス 障壁 背景 通訳 
自立した英語使用者：B1～B2 可能 なし 留学 不要 
基礎的英語使用者：A2 概ね可能 なし 集中学習 大事な場面で必要 
基礎的英語使用者：A1 多少可能 なし 通じる経験 ポイントごと確認必要 
入門期英語使用者：PreA1 専門単語 なし/あり なし 依存 
英語不使用者 不可能 あり なし 全面的に任せる 
 













                                            
12 表中の PreA1 レベルは、CEFR にはないレベルである。これについては、投野(2013)に示されてい




















































中学生、高校生は、表 1 と表 2 の学習時間で、中学生のときに合計 262.5 時間、高校生




1 週 1 年 総学習時間 
3 単位 35 週 
262.5 時間 
150 分 87.5 時間 
表 2．高等学校英語学習時間 
科目名 単位数 学習時間 総学習時間 




OCII  or 英語 II 4 単位 116.6 時間 
Reading 4 単位 116.6 時間 




FSI の研修は、集中的に行うのに対して、中高生は１日あたり、30 分から 50 分程度の授業
にしかならない。もちろん、日本人ビジネスパーソンが外交官レベルに達する必要は全くな
いが、中高生の通常のカリキュラムではいかにも少ない。 
 それでは一体どのくらいの学習時間があれば、CEFR の A2～B1 に到達するのだろうか。 
The association of language tester in Europe (ALTE)は、各種言語試験を実施してい
る組織であるが、"Introductory Guide to the Common European Framework of 
Reference (CEFR) for English Language Teachers” の中で、CEFR の各レベルに必
要な学習時間、Guided learning hours（レッスンと課題の両方を含む） を表 3 のように定
めている。 
 
表 3．ALTE の Guided learning hours 
CEFR Level Guided Learning Hours 
C2 Approximately 1,000-2,000 
C1 Approximately 700-800 
B2 Approximately 500-600 
B1 Approximately 350-400 
A2 Approximately 180-200 
A1 Approximately 90-100 
 
A2 から B1 レベルに達するには、180～400 時間を必要とする。中高生の学習時間が、320








CEFR-J では、A1 のレベルが、A1.2、A1.1、Pre A1 とさらに区分されているのである。英









 （1） 調査実施時期： 2008 年 3 月 13 日～2008 年 3 月 27 日 
調査対象： インターネット調査会社に登録のモニターで英語を使用する人 
回答数： 501 人 
内訳：  毎日（週５～７回）使用 155 名、週数回（週２～４回）使用 128 名、










週 1 回以上英語を使用している人に絞っている。また、年数回の英語学習と記した人は 5




  15 分 30 分 1 時間 2 時間 3 時間以上 合計 
毎日 54 101 84 17 7 263 
週 3 回 6 58 66 15 6 151 
週 1 回 1 4 7 5 3 20 










 （3） 基礎力を身につけるために必要な平均学習時間、週 3.5 時間。 
 
週 3.5 時間というのは、週を 5 日と計算した場合、1 日あたり 42 分である。これは中学生、
高校生の授業学習時間の 30～50 分の中に収まり、急激な学習効果は期待できないかもし
れないが、ビジネスパーソンにとっては、無理のない程度の学習時間ではあるかもしれない。
CEFR の A2～B1 に達するためには、Guided Learning Hours によると 180～400 時間
である。中学高校時代の英語を覚えているかもしれないが、短期集中の勉強ではないため
に、GLH の時間をそのまま基準にして計算する。週 3.5 時間のペースで学習した場合、A2
に達するには約 51 週、B1 に十分に到達するためには、114 週必要となる。すなわち、毎
日 45 分程度の勉強をしても、通訳がなくてもどうにかやっていけそう、というレベルに達する







外で生活する」で始まる 4 項目は、留学や語学スクールが良いとする人たちで、4 割に達す
る。「英語に力を入れた学校教育を受ける」で始まる 5～8 項目は、仕事を始める前の英語




















































































































毎日 45 分程度の学習時間を要する。この学習方法については、8 割の人が外からの助け
































ト（話し言葉、書き言葉）はジャンルと呼ばれている。（Noguchi (2007, 2008, 2010), 

































































































































た「企業担当者の英語レベル」の CEFR のレベルに対応している。ここでは表 5 として再掲
した。 
 
表 5．CEFR のレベルと各要因 
企業担当者の英語レベル 即レス 障壁 背景 通訳 
自立した英語使用者：B1～B2 可能 なし 留学 不要 
基礎的英語使用者：A2 概ね可能 なし 集中学習 大事な場面で必要 
基礎的英語使用者：A1 多少可能 なし 通じる経験 ポイントごと確認必要 
入門期英語使用者：PreA1 専門単語 なし/あり なし 依存 


























しては、1 日 45 分程度の英語学習時間を確保することさえ難しいのである。相手にどうにか
通じる必要最低限の産出能力を身に着けることが当面の目標である。 
本章の冒頭で取り上げた（1）の調査では、単語、文法、発音が英語の基礎力としてどの



























































英語を公用語とする人の割合が 3 割、そして、英語を外国語として使用する人の割合は 5
割に達する。Crystal (1997)、Jenkins (2007)、Kachru, Kachru and Nelson (2009)、
Murata and Jenkins (2009)、本名(2013)に代表される研究の中では、英語はもはやネイ
ティブスピーカーのものではないとされ、English as a Lingua Franca、English as a 





















 簡素化した英語で広く知られているのは、アメリカの国営放送の Voice of America の 










10.6 万の収録語を 2,000 語で、コウビルド英英辞典（第３版）では 11 万の収録語を 2,500
語で、それぞれ定義していることを考えると、1,500 語から 2,500 語で大半の物事が表現で
きるというのは現実的数字と言えるだろう。 
 学習者が学ぶべき語彙数に関しては、Nation (2001)の研究が良く知られている。Nation
は、語彙を  1) 高頻度語（high-frequency words）、2)アカデミック用語（academic 
words）、3)専門的低頻度語（technical and low-frequency words）に分けていて、高頻
度語の確実な学習が必要と述べている。経済学のテキストのような高度な書物であっても、
高頻度語の 2,000 語でテキスト全体の 82.5%がカバーされる。会話の場合は、最初の
1,000 語で 84.3%、次の 2,000 語で 90.3%がカバーされる。1 
投野(2013)ではCEFR-J Wordlistが提示されているが、以下の表６のようになっている。 
  
                                            




表 6．投野 (2013) の CEFR-J Wordlist 
CEFR レベル PreA1/A1 A2 B1 B2 
単語数 1,000 語 1,000 語 2,000 語 2,000 語 
 
投野は、A2 までの 2,000 語というのは学習指導要領でいえば高校２年生修了程度であり、
受容語彙としては可能でも、発表語彙としての 2,000 語を駆使できる学習者は稀と指摘して








3,714 語、NHK のビジネス英語では、5,415 語必要であった。 
 ハーバード・ビジネススクールで教鞭をとり、楽天の Englishnization の研究、ケーススタ
ディで知られる、Tsedal Neeley のニーリー(2012)で提示されている英語力評価は以下の
表 7 のようになる。 
  




i. 成人ネイティブ 20,000-35,000 語 
ii. ８歳のネイティブ  10,000 語 
iii. ４歳のネイティブ    5,000 語 
iv. 外国人     4,500 語 






表 7．ニーリー (2012) の英語力評価 
語数 レベル 英語力 
15,000 語 ネイティブ 流暢で慣用句も使いこなし、効果的なコミュニケーションに必要な方法をすべて身につけている。 








1,500 語 初級 基本的な状況に英語で対応することができる。 
 
 これまでの議論を踏まえると、ビジネスの場合は、初歩・初級的な段階では 1,500 語レベ
ル（CEFR A1、グロービッシュ、ニーリーの初級）、基本的な段階では 2,000 語レベル
（CEFR A2、BNC 話し言葉）、自立する段階では 3,000～4,000 語のレベル（ニーリーの
中級、CEFR B1、TOEIC 試験）が目指すところだろう。 
これらの語彙をビジネスシーンで活用するためには、ビジネス高頻度語彙を学ぶ必要が
ある。中條(2005)によれば、中学・高等学校で最も幅広く使われている教科書の異語数は、
3,747 語であるが、この教科書の語彙を使用した BNC 話し言葉のカバー率は 93.1%、
TOEIC テストは 88.7%、ビジネス英語は 89.0%にしか達しない。また、北海道の製造業の
会社で使用されたメールを分析し、JACET8000 で分析したところ、1,000 語レベルでのカ




















Nelson は、1,611 語を抽出し、ポジティブな意味を持つ高頻度語として 925 語、ネガティブ
な意味を持つ低頻度語として 686 語に分類して、分析を行っている。3 一例を挙げると、ビ
ジネス英語のキーワードとしての 50 語は以下のようなものが含まれる。 
 
表 8．Nelson (2000) ビジネス英語コーパスの 50 のキーワード 
People in Business Business Activities Business Actions  
customer business sell 
manager investment manage 
supplier delivery receive 
distributor payment confirm 
shareholder development provide 
employee production send 
staff communication develop 
partner competition discuss 
boss takeover achieve 
management distribution improve 





















ては、最初の 1,500 語～2,000 語は、基礎固めとして、一般英語の枠組みで学習すること、
特に、「読む」、「聞く」のような受容語彙としてだけでなく、「話す」、「書く」などの産出語彙と
して使えるところまで、徹底的に訓練することが大事になる。そして、その上に、ビジネス英






出手続き、企業理念や社史などに関して、キーワードを 250 語から 300 語程度準備するの
が良いだろう。4 
 以上の単語に関する議論を第 4 章の表 2 の中に埋め込む形でまとめると以下のようにな
る。 
  












表 9．CEFR のレベルと各要因 
企業担当者の英語レベル 即レス 障壁 背景 通訳 
自立した英語使用者：B1 
可能 なし 留学 不要 
ビジネス英語 1,000-1,600 語（合計 3,250-3,900 語） 
基礎的英語使用者：A2 
概ね可能 なし 集中学習 大事な場面で必要 
基礎的な一般語彙 1,000 語（合計 2,250-2,300 語） 
基礎的英語使用者：A1 
多少可能 なし 通じる経験 ポイントごと確認必要 
初歩的な一般語彙 1,000 語（合計 1,250-1,300 語）  
入門期英語使用者：PreA1 
専門単語 なし/あり なし 依存 
商品説明に必要な語彙 250-300 語 


























































 （5） a. 最初のスピーカーのスピーチ（1 分～3 分） 
 b. スピーチ内容の確認のための簡単な質疑（1 分～2 分） 
 c. (5a)と(5b)をセットにして、グループ内の全員がスピーチ 
 d. スピーチ内容と関連した質問の準備（5 分～7 分） 



















                                            
6 アンケートは、大学全体の取り組みの中で行われている、「授業改善アンケート」の回答を利用したもの









図 6 によると、いずれのクラスにおいても、1 名を除けば、授業内容について好奇心、興味を
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 三つ目の事例、エピソードとしては、2013 年 9 月 1 日～22 日に実施した、海外総合実習
である。北海学園大学経営学部第 2 学年の 10 名が、カナダ・ブロック大学の ESL（English 
as a Second Language）のプログラムに短期留学とホームステイを経験した。10 名のうち 8
名がはじめての海外渡航であった。この実習では、（7）の目標、（8）の目的を掲げた。 
 














































































































 （9） バイヤーの戦術 
 a. 商品への興味関心を抑える。 
 b. この業者から買わない理由や問題を持ち出す。 
 c. 自分が信頼できる人であり、要求が高水準であることを示す。 
























 f. 販売業者から買う際の問題を強調する 
 g. 販売業者へ良い知らせをする際に、リスク回避をし緩和策をとる 
 h. 販売業者や商品の否定的な面を単刀直入に言う戦略をとる 
 i. 販売業者にライバルやその商品の良い点を言うのに単刀直入に言う戦略をとる 
 （12） 販売業者が自社商品の良さを伝える際に 
 a. 売る商品の高品質を強調する 
b. バイヤーがライバル業者の商品を賞賛したとき、類似点を示し、自社の商品も賞
賛の対象であることを示す 
 c. バイヤーに対す共感を示す 
 d. サポートするような意見へと動いていく 
  e. 商品や自社に対する否定的な見方を分野で共通した問題へと変えていく 
 f. 問題を一般化する 



























































（13） a. 分からない点があること、理解していないことを、表情やジェスチャーで示す。 
 b. 分からない点があること、理解していないことを、商品や図示などで示す。 
 c. 発言をもう一度繰り返すように依頼する。 
 d. 「請求書のことですか？」と自分の知っている単語で質問をする。 
 e. 発言の中から、理解できない単語やフレーズ、センテンスを繰り返す。 


















































 最低限の語彙を駆使することで、通訳を介しながらも、注意を得つつ話を進める PreA の
段階、「通じる」経験を積み重ねるために、話すことを予め準備して望む A1 の段階、そして、
相手の言っていることを確認しながら進めることで、相手の言っていることを確実に理解し、






















































































編集者国際委員会 (International Committee of Medical Journal Editors: ICMJE) 
が 「 生 物 医 学 雑 誌 へ の 投 稿 の た め の 統 一 規 定 （ 以 下 、 統 一 規 定 ） 」 （ Uniform 
Requirements for Manuscripts Submitted to Biomedical Journals）を公表することで
標準化を図った。図７が示すとおり、1985 年頃にはメジャーな医学誌で掲載された研究論










文はすべて IMRAD 方式を踏襲するようになり、現在では、700 誌以上の生物医学雑誌が
この統一規定を採用している。 
 





















少し古いデータであるが、2003 年に医学研究者 129 名から回答を得たアンケート調査で
は、半数を超える 70 名が統一規定を知らないとしている。10 














                                            




























































（16）    ＼      研究分野の特定       ／ 
          ＼     関連する研究    ／ 
         ＼  関連研究の問題／  
    ＼ 研究課題／ 
 










（17）       ／研究結果 ＼  
        ／ 研究結果の意味 ＼  
          ／  関連する研究への意味 ＼  






として、以下の Four Point Plan を教えている。 
 
（18） Four Point Plan 
1. INTRODUCTION (Background and Basics) 
Why are you writing? 
Set the scene. 
Maybe refer to a previous letter, contact or document. 
2. DETAILS (Facts and Figures) 
Give information/instructions. 
Ask for information. 
Provide all relevant details. 
Separate into paragraphs. 
Ensure logical flow. 
3. RESPONSE or ACTION (Conclusion) 
Action the reader should take. 
Action you will take. 
Give a deadline if necessary. 
4. CLOSE (A simple one-liner) 












 （19）  
Dear Suzie 
 
Thank you for inviting me to visit your studios last week.  I was most 
impressed by your new facilities. 
 
I am delighted that you can accept our invitation to produce a video to 
celebrate the company’s 25th anniversary.  This is a very special 
landmark in our history, and it is important that this video portrays 
both past, present and future. 
 
You promised to let me have a draft outlining your thoughts for this 
special video.  I look forward to receiving this before 30 October 
together with your approximate costings. 
 


















らは理由があることが気づく。図 15 を見て欲しい。 
図 15．情報の配置と流れ 
 
























































































































































































































































図 1. 中小企業の海外展開を担うグローバルビジネス人材の育成モデル全体図 
 


















































































































































































4 月 8～11 日 
2014 年 
8 月 14 日～17 日 
2015 年 
1 月 11 日～13 日 
実施都市 シンガポール 香港 サンフランシスコ 
会場 Expo Exhibition Centre Moscone Center 
展示 3,000 社 1,600 社 1,300 社 
来場者 60 万人 46 万人 未実施 
派遣学生数 7 名 5 名 5 名 
学生受入企業数 5 社 3 社 3 社 
 
 いずれの商談会でも開催期間の二日前には現地入りして、その国の雰囲気に少しでも慣
                                            
3 サンフランシスコ商談会はこの博士論文提出時点では、模擬商談会までを終了したが、現地の商談会
そのものはまだ終了していない。 

















図 4．シンガポール商談会： ブース設営完了（左）、商品説明（右上）、通訳補助（右下） 
 
 このように企業と学生の両者から様々な情報を収集するが、初日に、企業担当者からもう





















レベルの検証は行われていない。しかし、第 1 回目の商談会終了時点で、7 名中 2 名が離
脱したため判定不可能、1 名が A2 レベルのやりとりが十分にできているとは言えない、とい
うものであったが、4 名は A2 レベルを十分に突破することができた。これら A2 レベルにある
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用しながら、無難に乗り切った。5 名中 4 名は A2 レベルを突破している様子が見て取れた







同研究事業では、図 5 のような支援体制を組んだ。 
 







の一連の流れを 1-2 営業日で完成させた。4 

























が突破した CEFR のレベル、学習項目をまとめると、以下の図 6 のようになる。 
 図 6 では背景をグレーで記した各段階での学習内容の項目を下の四角内に記した。また、
各段階で突破した CEFR レベルを矢印の中に記した。事前学習が本格的にスタートしたの
は、第 2 学期が完全に終了した 2014 年 2 月である。第 1 回目の模擬商談会までは 2 ヶ月
程度であった。英語学習到達目標では、ビジネスパーソンが毎日 1 時間弱の学習時間を想




                                            
会で 1 社平均 50 の企業と名刺交換をしたとして、メールが来るのは 5%程度という計算になる。 
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図 6. グローバルビジネス人材育成モデルに基づく学習内容と CEFR レベル 
 
６．３． 英語学習に求められること 







表 2. 海外商談会派遣学生のプロフィール 
No. 学年 背景 カナダ インタ シンガ 香 港 S  F OPIc 
1 ３年 日常会話 2013 夏 2014 春 2014 春 2014 夏 2015 春 IM3 
2 ３年 日常会話 2013 夏 2014 春 2014 春 2014 夏 2015 春 IM1 
3 ２年 中学時代ドイツ ／ ／ 2014 春 2014 夏 2015 春 IM1 
4 ３年 会話苦手 ／ ／ 2014 春 2014 夏 2015 春 IL 
5 ３年 日常会話 2013 夏 2014 夏 ／ ／ 2015 春 IL 
6 ２年 英語不得意 ／ 2014 春 2014 春 ／ ／ NH 
7 ３年 英語流暢 ／ 2014 春 2014 春 ／ ／ ／ 
8 ３年 英語好き、ESS ／  2014 春 ／ ／ ／ 
9 ４年 日常会話 ／ 2012 夏 ／ 2014 夏 ／ ／ 
 
表 2 の 1 行目は、左の列から、通し番号（No.）、派遣時の学年（学年）、言語的な背景（背


















長振りを見せた 1 と 2 の学生は、学習に対する意欲が安定していた。事前学習、企業商品
調査の資料も詳しい内容を用意した学生たちであった。Skype を利用した英会話を利用す
るなど向上心も常に見ることができた。カナダ短期留学から香港商談会に至るまで流暢さは
                                            
5 シンガポール・インターンシップは、北海学園大学経営学部の課外活動として、夏休み、春休みを利
用して、シンガポールの地元ベンチャー企業にご協力をいただいて 2-3 週間ほどの期間で 2011 年より
実施している。 
6 OPIc は NEC マネージメントパートナーが実施している試験である。香港商談会が終了した時点で、
研究者が参与観察する中で把握している学生たちの CEFR レベルと、客観的な試験での結果を検証
するために受験した。各レベルの判定基準は以下の通りである。学生たちは、NH～IM3 のレベルにあ









Novice High （NH）:簡単な単語や句を駆使してコミュニケーションができる。 
Novice Middle：既に暗記している単語やセンテンスで話すことができる。 
Novice Low：限定的ではあるが、単語を羅列して話すことができる。 





 3 と 7 の学生は、このグループの中では、元々は頭が一つ抜けた英語力であった。問題は、
事前学習や企業商品調査で資料をきちんと準備しない点である。日常的に学習する様子も











































































本的には、CEFR で A2 を突破するレベルにまでに留まる。企業のグロ－バル化の第二段
階である、現地における販売会社の展開には、さらに複雑な要因が絡んでくる。寺内・内藤
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専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ ○ 
私 生 活 
専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ ○ 







 毎日使う 週に数回使う 月に数回使う 年に数回使う 使わない 
読む ○ ○ ○ ○ ○ 
書く ○ ○ ○ ○ ○ 
聞く ○ ○ ○ ○ ○ 





































































































専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ 
基礎英語 ○ ○ ○ ○ 
私生活 
専門・実務英語 ○ ○ ○ ○ 
一般・日常英語 ○ ○ ○ ○ 

































□ その他  （               ） 






















































































□ 海外に留学した（期間：                        ） 
（年/月/週の単位も記述ください。） 


























調査実施期間： 2005年 10月 17日～10月 19日 
発送数/回収数： 2,607名/ 1,085名    
有効回収数： 1,085名    




   英語の使用度（英語の種類、技能、場面、資格試験） 
問４～６ 
   英語の必要度（英語の種類、必要な理由、資格試験） 
問７～８ 
   学習状況（学習経験の有無、学習内容） 
問９ 








  職場 私生活 
  専門・実務英語 一般・日常英語 専門・実務英語 一般・日常英語 
毎日使う 51 4.7% 23 2.1% 9 0.8% 20 1.8% 
週に数回使う 50 4.6% 42 3.9% 25 2.3% 56 5.2% 
月に数回使う 48 4.4% 59 5.4% 34 3.1% 59 5.4% 
年に数回使う 105 9.7% 164 15.1% 61 5.6% 219 20.2% 
使わない 831 76.6% 797 73.5% 956 88.1% 731 67.4% 












































  読む 書く 聞く 話す 
毎日使う 49 13.2% 26 7.0% 26 7.0% 27 7.3% 
週に数回使う 55 14.8% 34 9.1% 37 10.0% 33 8.9% 
月に数回使う 78 21.0% 48 12.9% 56 15.1% 46 12.4% 
年に数回使う 124 33.3% 115 30.9% 154 41.4% 150 40.3% 
使わない 66 17.7% 149 40.1% 99 26.6% 116 31.2% 





































































































































































































































  職場 
  専門・実務英語 一般・日常英語 基礎英語 
必要 116 10.7% 113 10.4% 204 18.8% 
どちらかというと必要 235 21.7% 288 26.5% 302 27.8% 
どちらかというと不要 248 22.9% 275 25.4% 235 21.7% 
不要 486 44.8% 409 37.7% 344 31.7% 
  私生活 
TOEIC 37 10.0% 
実用英語技能検定（英検） 27 7.3% 
その他 3 0.8% 




























  専門・実務英語 一般・日常英語 基礎英語 
必要 42 3.9% 134 12.4% 200 18.4% 
どちらかというと必要 157 14.5% 355 32.7% 367 33.8% 
どちらかというと不要 333 30.7% 265 24.4% 236 21.8% 











































情報収集の為 276 60.1% 
社内業務の為 202 44.0% 
交流の為 195 42.5% 
情報発信の為 100 21.8% 
社外業務の為 81 17.7% 
海外出張の為 53 11.6% 
海外勤務の為 20 4.4% 





























































































































































































































































































































分 類 カ テ ゴ リ ー 合計 ＋ － 
実用重視（使える英語教育への転換肯定・提言・批判） 272  271 1 
その他（英語教育への失望・日本人教師への失望など） 144  142 2 
文法重視（文法・読解重視教育の肯定・批判） 125  11 114 
英語使用環境（国際化・現状など） 88  88 0 
早期導入（小学校への英語教育導入への提言・批判） 86  77 9 
試験重視（受験・試験重視への提言・批判） 52  52 0 
学習者の態度（意欲・積極性など） 43  43 0 
指導方法（教材・指導者・活動などへの提言・批判） 40  38 2 
英語の重要性（日本語教育重視・英語不要論など） 23  23 0 




























 【質問１】 貴社の業種を１つお答えください。複数にまたがる業種の場合は、 
    事業規模が最も大きいものを選択してください。 
 




□7情報通信業 □8運輸業        
□9卸売・小売業 □10金融・保険業   □11不動産業 □12飲食店、宿泊業  
□13医療、福祉 □14教育、学習支援業   □15複合サービス事業 □16サービス業 





□1 ３百万円以下            □2 ３百万～１千万円以下 □3 １千万～３千万円以下  





□1 ５人以下            □2 ６人～15人 □3 16人～30人 □4 31人～50人 































□1 □2 □3 □4 
                                                                                            





□1 社内業務          □2 社外業務 □3 海外出張 □4 海外勤務 
□5 情報収集 □6 情報発信 □7 交流  
□8 その他 （具体的











実務で使う専門的な英語 □1 □2 □3 □4 
日常で使う一般的な英語 □1 □2 □3 □4 





□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（英文和訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ閲覧・検索        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  






□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（和文英訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ作成        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  




□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（英語→日本語） 




□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（日本語→英語） 





０％ １～10％ 11～30％ 31～50％ 51～80％ 81%以上 
□1 □2 □3 □4 □5 □6 












実務で使う専門的な英語 □1 □2 □3 □4 
日常で使う一般的な英語 □1 □2 □3 □4 













読む □1 □2 □3 □4 □5 
書く □1 □2 □3 □4 □5 
聞く □1 □2 □3 □4 □5 
話す □1 □2 □3 □4 □5 






         印をつけてください。（複数回答可） 
 
読む 
□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（英文和訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ閲覧・検索        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  




□1 契約書           □2 企画・提案書 □3 報告書 
□4 マニュアル □5 翻訳（和文英訳） □6 手紙 
□7 電子メール □8 ホームページ作成        
□9 英字新聞・雑誌 □10 専門誌・論文  




□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（英語→日本語） 




□1 電話         □2 会議 □3 テレビ会議 
□4 プレゼンテーション □5 社内コミュニケーション □6 講演 
□7 商談 □8 顧客対応        □9 通訳（日本語→英語） 






























実務で使う専門的な英語 □1 □2 □3 □4 
日常で使う一般的な英語 □1 □2 □3 □4 
異文化理解など教養的な英語 □1 □2 □3 □4 










読む □1 □2 □3 □4 
書く □1 □2 □3 □4 
聞く □1 □2 □3 □4 





【質問１０】 事業を行う上で、どの程度外国語は重要ですか。 (    ) 内には 











英語 □1 □2 □3 □4 
ロシア語 □1 □2 □3 □4 
中国語（北京標準語） □1 □2 □3 □4 
韓国語 □1 □2 □3 □4 
（           ） □1 □2 □3 □4 
（           ） □1 □2 □3 □4 







                                         
 
                                         
 
                                         
 
                                         
 
                                         
 























調査実施期間： 2005年 11月 21日～12月 10日 
発送数/回収数： 1,770    
有効回収数： 409    




   基本属性（業種、資本金、従業員数、海外拠点の有無） 
Ⅱ．貴社の英語をとりまく状況についてお伺いします： 質問５～７ 








Ⅳ．貴社の外国語をとりまく状況についてお伺いします： 質問 10 
   事業展開する上で重視する外国語の種類 
Ⅴ．最語に、英語教育全般についてご意見・ご要望をお聞かせください。 





















業     種 実数 割合 
卸売・小売業 97 23.7% 
建設業 60 14.7% 
サービス業 44 10.8% 
製造業 40 9.8% 
公務 32 7.8% 
飲食店、宿泊業 31 7.6% 
その他 23 5.6% 
運輸業 20 4.9% 
不動産業 19 4.6% 
医療、福祉 13 3.2% 
 業     種 実数 割合 
複合サービス事業 9 2.2% 
情報通信業 5 1.2% 
金融・保険業 5 1.2% 
教育、学習支援業 5 1.2% 
電気・ガス・熱供給・水道業 2 0.5% 
未回答 2 0.5% 
農林業 1 0.2% 
鉱業 1 0.2% 
漁業 0 0.0% 
















資本金 ～３百万円 ～１千万円 ～３千万円 ～５千万円 ～１億円  
実 数 30 79 127 47 32  
割 合 7.3% 19.3% 31.1% 7.3% 7.8%  
 
 ～３億円 ３億円以上 公務 無回答 合計 
 18 34 34 8 409 




従業員数 ～5人 ～15人 ～30人 ～50人 ～100人  
実   数 77 84 55 53 54  
割   合 18.8% 20.5% 13.4% 13.0% 13.2%  
 
 ～300人 ～500人 500人以上 無回答 合計 
 41 9 32 4 409 




海外拠点 ある ない 無回答 合計 
実   数 27 376 6 409 

















    
 
 必 要 度 実数 割合 
必要 39 9.5% 
どちらかというと必要 91 22.3% 
どちらかというと不要 160 39.1% 
不要 117 28.6% 
無回答 2 4.9% 




























































必要理由 実数 割合 
情報収集 65 50.0% 
海外出張 53 40.8% 
社内業務 48 36.9% 
交流 42 32.3% 
社外業務 41 31.5% 
情報発信 39 30.0% 
その他 20 15.4% 
海外勤務 12 0.8% 
無回答 1 0.0% 
合  計 130 100% 
必要度 
専門英語 一般英語 基礎英語 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 
必 要 33 25.4% 45 34.6% 49 37.7% 
どちらかというと必要 57 43.8% 58 44.6% 48 36.9% 
どちらかというと不要 10 7.7% 8 6.2% 6 4.6% 
不 要 5 3.8% 3 2.3% 2 1.5% 
無 回 答 25 19.2% 16 12.3% 25 19.2% 








































































































































































































































































使用従業員割合 実数 割合 
0% 242 63.0% 
1-10% 92 24.0% 
11-30% 16 4.2% 
31-50% 7 1.8% 
51-80% 5 1.3% 
81%- 5 1.3% 
無回答 17 4.4% 














































専門英語 一般英語 基礎英語 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 
毎日 21 16.8% 17 13.6% 17 13.6% 
週に数回 16 12.8% 17 13.6% 19 15.2% 
月に数回 17 13.6% 26 20.8% 25 20.0% 
年に数回 43 34.4% 44 35.2% 41 32.8% 





























































































毎日 週に数回 月に数回 年に数回　 使わない 無回答 不正
使用技能 
読む 書く 聞く 話す 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
毎日 22 17.6% 13 10.4% 12 9.6% 15 12.0% 
週に数回 15 12.0% 15 12.0% 19 15.2% 15 12.0% 
月に数回 25 20.0% 18 14.4% 21 16.8% 22 17.6% 
年に数回  41 32.8% 30 24.0% 45 36.0% 48 38.4% 
使わない 7 5.6% 17 13.6% 8 6.4% 14 11.2% 
無回答 10 8.0% 16 12.8% 12 9.6% 6 4.8% 
不正 5 4.0% 16 12.8% 8 6.4% 5 4.0% 
質問７-２：どのような英語の技能を使っていますか。 
 

















































































































































































































研修・教育 実数 割合 
特にしていない 104 83.2% 
企業内研修 6 4.8% 
語学学校サポート 5 4.0% 
海外研修 5 4.0% 
外部語学学校 3 2.4% 
資格検定 3 2.4% 

























































基礎英語 教養英語 一般英語 専門英語 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
重要 196 47.9% 52 12.7% 226 55.3% 55 13.4% 
どちらかというと重要 129 31.5% 115 28.1% 136 33.3% 113 27.6% 
どちらかというと重要ではない 27 6.6% 131 32.0% 18 4.4% 130 31.8% 
重要ではない 16 3.9% 53 13.0% 13 3.2% 62 15.2% 




















































重要 どちらかというと重要 どちらかというと重要ではない 重要ではない 無回答
学校教育で重視すべき技能 
読む 書く 聞く 話す 
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
重要 109 26.7% 78 19.1% 275 67.2% 298 72.9% 
どちらかというと重要 213 52.1% 204 49.9% 101 24.7% 83 20.3% 
どちらかというと重要ではない 49 12.0% 78 19.1% 12 2.9% 15 3.7% 
重要ではない 6 1.5% 13 3.2% 4 1.0% 2 0.5% 
無回答 32 7.8% 36 8.8% 17 4.2% 11 2.7% 
























実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 
英語 114 27.9% 110 26.9% 80 19.6% 87 21.3% 18 4.4% 
中国語 27 6.6% 88 21.5% 80 19.6% 159 38.9% 55 13.4% 
韓国語 16 3.9% 66 16.1% 86 21.0% 175 42.8% 66 16.1% 
ロシア語 8 2.0% 39 9.5% 100 24.5% 195 47.7% 67 16.4% 
フランス語 1   5   2   0       
ドイツ語 2   3   1   0       
スペイン語 0   1   1   0       
イタリア語 0   3   1   0       
上海語 0   1   0   0       
香港語 0   1   0   0       































重要 どちらかというと重要 どちらかというと重要ではない 重要ではない 無回答



















分 類 カ テ ゴ リ ー 合計 割合 ＋ － 
実用重視 （使える英語教育への転換肯定・提言と批判） 58 55.2% 57 1 
英語の重要性 （日本語教育重視・英語不要論など） 29 27.6% 13 16 
その他 （現状説明・分類不能など） 25 23.0% - - 
早期導入 （小学校への英語教育導入への提言・批判） 20 19.0% 18 2 
指導方法 （教材・指導者・活動などへの提言・批判） 14 13.3% 12 2 
文法重視 （文法・読解重視教育の肯定と批判） 7 6.7% 1 6 
教育システム （教育支援・留学・選択性など） 7 6.7% 7 0 
英語使用環境 （国際化・現状など） 7 6.7% 4 3 
学習者の態度 （意欲・積極性など） 7 6.7% 7 0 








































□ 3 ヶ月未満  
□ 3 ヶ月以上半年未満 
□ 半年以上 1年未満 
□ 1年以上 2年未満 
□ 2年以上 3年未満 
□ 3年以上 5年未満 
□ 5年以上 10年未満 






Q3. 業務で使う英語はどのようにして覚えましたか？   
   以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 











先輩や上司からの助言、OJT（On the Job Training) ○ ○ ○ ○ 
業務用の単語集・マニュアル・ひな型 ○ ○ ○ ○ 
市販の辞書・ビジネス英語学習書 ○ ○ ○ ○ 
職場の研修・英語講習 ○ ○ ○ ○ 
職場派遣の国内外留学 ○ ○ ○ ○ 
職場指定の語学スクール ○ ○ ○ ○ 
職場指定の通信講座 ○ ○ ○ ○ 
就職後の個人学習 ○ ○ ○ ○ 
学校教育・塾・予備校 ○ ○ ○ ○ 
その他（                    ） ○ ○ ○ ○ 
 
Q4. 英語を使う業務ではどのような技能を使いますか？ 




大いにある ある 多少ある ない 
リーディング ○ ○ ○ ○ 
ライティング ○ ○ ○ ○ 
リスニング ○ ○ ○ ○ 







     以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 





大いにある ある 多少ある ない 
直接対話 ○ ○ ○ ○ 
電話 ○ ○ ○ ○ 
電子メール、ファックス ○ ○ ○ ○ 
ビジネスレター ○ ○ ○ ○ 



























単語・熟語 ○ ○ ○ ○ 
文法  ○ ○ ○ ○ 
発音  ○ ○ ○ ○ 
日常会話 ○ ○ ○ ○ 
リーディング ○ ○ ○ ○ 
ライティング ○ ○ ○ ○ 
リスニング ○ ○ ○ ○ 
スピーキング ○ ○ ○ ○ 
その他 (          ) ○ ○ ○ ○ 























単語・熟語 ○ ○ ○ ○ 
文法  ○ ○ ○ ○ 
発音  ○ ○ ○ ○ 
日常会話 ○ ○ ○ ○ 
リーディング ○ ○ ○ ○ 
ライティング ○ ○ ○ ○ 
リスニング ○ ○ ○ ○ 
スピーキング ○ ○ ○ ○ 
その他 (         ) ○ ○ ○ ○ 











英検 ○ ○ ○ ○ 
TOEIC ○ ○ ○ ○ 
 
 Q7-4 問 7-3で「重要」「どちらかというと重要」とご回答されたものについてお伺いします。 
     あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルは成績としてはどれくらいでしょうか。 
 


















英検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 




Q8. 「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか? 具体例を参考に答えてください。 
 








































































































  毎日 週数回 月数回 年数回 
頻度 ○ ○ ○ ○ 
 
  １５分 ３０分 １時間 ２時間 ３時間以上 
１回あたりの 
学習時間 
○ ○ ○ ○ ○ 
 
  小学校入学前 小学校 中学校 高校 １８歳以降 
時期 
○ ○ ○ ○ ○ 
時期は問わない     












高 校 高専・短大 大 学 大学院 
その他
（     ） 















調査実施時期： 2008年 3月 13日～2008年 3月 27日 
調査対象： インターネット調査会社に登録のモニターで英語を使用する人 
回答数： 501人 
内訳：  毎日（週５～７回）使用 155名、週数回（週２～４回）使用 128名、 




   仕事で使う英語の使用割合、業務経験、習得方法 
問４～６ 
   仕事使う英語の技能、コミュニケーション手段、業務内容 
問７～８ 
   仕事で使う英語技能の重要度、基礎レベル、Can-Do 
問９～1２ 
   仕事で使う英語の基礎習得方法、学習頻度、学習時間、学習時期、経験 
問 13 

















毎 日 （週５～７回） 155 30.9% 
週数回 （週２～４回） 128 25.6% 
月数回 （週１回） 156 31.1% 
年数回 62 12.4% 
使わない 0 0.0% 



















0% 0 0.0% 
10% 193 38.5% 
20% 98 19.6% 
30% 77 15.4% 
40% 28 5.6% 
50% 35 7.0% 
60% 14 2.8% 
70% 25 5.0% 
80% 17 3.4% 
90% 11 2.2% 
100% 3 0.6% 
合 計 501 100.0% 
 
  問 2英語を使う業務に関わっているのは、通算どのくらいの期間ですか。 
 
3 ヶ月未満 30 6.0% 
3 ヶ月以上半年未満 19 3.8% 
半年以上 1 年未満 42 8.4% 
1 年以上 2 年未満 43 8.6% 
2 年以上 3 年未満 40 8.0% 
3 年以上 5 年未満 69 13.8% 
5 年以上 10 年未満 82 16.4% 
10 年以上 176 35.1% 





















































問 3 業務用の単語集・マニュアル・ひな型 -業務で使う英語はどのようにして覚えましか。以
下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 












































大いにある 77 15.4% 
ある 81 16.2% 
多少ある 135 27.0% 
ない 208 41.5% 
合 計 501 100.0% 
大いにある 57 11.4% 
ある 112 22.4% 
多少ある 175 34.9% 
ない 157 31.3% 
合 計 501 100.0% 
大いにある 66 13.2% 
ある 163 32.5% 
多少ある 158 31.5% 
ない 114 22.8% 

























問 3 職場の研修・英語講習 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。以下にあ
げるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 






大いにある 28 5.6% 
ある 63 12.6% 
多少ある 104 20.8% 
ない 306 61.1% 


















大いにある 12 2.4% 
ある 36 7.2% 
多少ある 48 9.6% 
ない 405 80.8% 





大いにある 16 3.2% 
ある 24 4.8% 
多少ある 35 7.0% 
ない 426 85.0% 
















































  問 3 就職後の個人学習-業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
大いにある 121 24.2% 
ある 117 23.4% 
多少ある 110 22.0% 
ない 153 30.5% 





  問 3 学校教育・塾・予備校 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 
大いにある 62 12.4% 
ある 85 17.0% 
多少ある 83 16.6% 
ない 271 54.1% 





大いにある 8 1.6% 
ある 26 5.2% 
多少ある 47 9.4% 
ない 420 83.8% 

























問 3 その他【任意】 -業務で使う英語はどのようにして覚えましたか。 
以下にあげるそれぞれの方法について、学習要因としての影響度をお答え下さい。 
 






大いにある 36 15.5% 
ある 6 2.6% 
多少ある 6 2.6% 
ない 185 79.4% 





大いにある 227 45.3% 
ある 150 29.9% 
多少ある 95 19.0% 
ない 29 5.8% 







    
 
 
大いにある 143 28.5% 
ある 149 29.7% 
多少ある 152 30.3% 
ない 57 11.4% 









































大いにある 111 22.2% 
ある 138 27.5% 
多少ある 165 32.9% 
ない 87 17.4% 





  問 4 スピーキング -英語を使う業務ではどのような技能を使いますか。 
以下にあげるそれぞれの技能について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 106 21.2% 
ある 121 24.2% 
多少ある 179 35.7% 
ない 95 19.0% 





  問 5 直接対話 -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 93 18.6% 
ある 119 23.8% 
多少ある 168 33.5% 
ない 121 24.2% 
































  問 5 電話 -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 65 13.0% 
ある 96 19.2% 
多少ある 179 35.7% 
ない 161 32.1% 





問 5 電子メール、ファックス -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 193 38.5% 
ある 128 25.6% 
多少ある 116 23.2% 
ない 64 12.8% 





問 5 ビジネスレター -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 74 14.8% 
ある 111 22.2% 
多少ある 146 29.1% 
ない 170 33.9% 




































  問 5 その他【任意】 -英語を使う業務のコミュニケーション手段は何ですか。 
以下にあげるそれぞれの手段について、使う場面の頻度をお答え下さい。 
 
大いにある 21 10.2% 
ある 8 3.9% 
多少ある 4 1.9% 
ない 173 84.0% 









重要 262 52.3% 




重要ではない 4 0.8% 




  問 7-1 文法 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、回答してください。 
 
重要 104 20.8% 




重要ではない 28 5.6% 






































  問 7-1 発音 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、回答してください。 
 
重要 98 19.6% 




重要ではない 38 7.6% 





 問 7-1 日常会話 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、回答してください。 
 
重要 165 32.9% 




重要ではない 38 7.6% 




問 7-1 リーディング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 210 41.9% 




重要ではない 12 2.4% 







































  問 7-1 ライティング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 153 30.5% 




重要ではない 19 3.8% 




  問 7-1 リスニング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 230 45.9% 




重要ではない 33 6.6% 




  問 7-1 スピーキング -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 205 40.9% 




重要ではない 36 7.2% 





































 問 7-1 その他【任意】 -次の各項目について、基礎力としての重要度について、 
回答してください。 
 
重要 17 12.1% 




重要ではない 120 85.1% 





 問 7-2 単語・熟語 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 98 21.1% 
高校 190 40.9% 
大学入試 103 22.2% 
大学卒業 74 15.9% 





問 7-2 文法 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 84 26.6% 
高校 135 42.7% 
大学入試 59 18.7% 
大学卒業 38 12.0% 














































  問 7-2 発音 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 91 27.8% 
高校 122 37.3% 
大学入試 60 18.4% 
大学卒業 54 16.5% 





 問 7-2 日常会話 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 107 27.8% 
高校 148 38.4% 
大学入試 70 18.2% 
大学卒業 60 15.6% 





 問 7-2 リーディング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 71 16.4% 
高校 166 38.3% 
大学入試 107 24.7% 
大学卒業 90 20.7% 




















































  問 7-2 ライティング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 63 16.0% 
高校 159 40.4% 
大学入試 93 23.6% 
大学卒業 79 20.1% 





問 7-2 リスニング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 86 20.4% 
高校 160 37.9% 
大学入試 82 19.4% 
大学卒業 94 22.3% 






問 7-2 スピーキング -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 91 22.9% 
高校 148 37.2% 
大学入試 75 18.8% 
大学卒業 84 21.1% 



















































問 7-2 その他 -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルはどれくらいでしょうか。 
 
中学校 8 38.1% 
高校 2 9.5% 
大学入試 2 9.5% 
大学卒業 9 42.9% 






問 7-3 英検 -検定試験について、「英語の基礎」としての重要度について回答してください。 
 
重要 28 5.6% 




重要ではない 102 20.4% 




問 7-3 TOEIC -検定試験について、「英語の基礎」としての重要度について回答してください。 
 
重要 134 26.8% 




重要ではない 53 10.6% 











































問 7-4 英検-あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルは成績としては 
どれくらいでしょうか。 
 
英検３級／ＴＯＥＩＣ２２０点未満 26 13.5% 
英検準２級／ＴＯＥＩＣ２２０点以上４６９点未満 31 16.2% 
英検２級／ＴＯＥＩＣ４７０点以上７２９点未満 73 38.0% 
英検準１級／ＴＯＥＩＣ７３０点以上８５９点未満 21 10.9% 
英検１級／ＴＯＥＩＣ８６０点以上 8 4.2% 
受験したことがないのでわからない 33 17.2% 
合 計 192 100.00% 
 
 
問 7-4 TOEIC -あなたがイメージする「英語の基礎」のレベルは成績としては   
どれくらいでしょうか。 
 
英検３級／ＴＯＥＩＣ２２０点未満 16 4.5% 
英検準２級／ＴＯＥＩＣ２２０点以上４６９点未満 64 18.0% 
英検２級／ＴＯＥＩＣ４７０点以上７２９点未満 163 45.8% 
英検準１級／ＴＯＥＩＣ７３０点以上８５９点未満 43 12.1% 
英検１級／ＴＯＥＩＣ８６０点以上 13 3.7% 
受験したことがないのでわからない 57 16.0% 






















  問 8 リーディング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。  
具体例を参考に答えてください。 
 
身近で簡単な内容 51 10.2% 
短い説明のある内容 180 35.9% 
まとまりのある内容 201 40.1% 
社会性の高い内容 69 13.8% 





 問 8 ライティング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。 
具体例を参考に答えてください。 
 
身近で簡単な内容 71 14.2% 
短い説明のある内容 187 37.3% 
まとまりのある内容 187 37.3% 
社会性の高い内容 56 11.2% 


















































  問 8 スピーキング -「英語の基礎」とは、どのようなことができる力だと思いますか。 
具体例を参考に答えてください。 
 
身近で簡単な内容 70 14.0% 
短い説明のある内容 186 37.1% 
まとまりのある内容 193 38.5% 
社会性の高い内容 52 10.4% 





身近で簡単な内容 72 14.4% 
短い説明のある内容 170 33.9% 
まとまりのある内容 208 41.5% 
社会性の高い内容 51 10.2% 




















  問 9英語の基礎力を身につけるためには、どのような方法が良いと思いますか。 
以下の中から４つ選んでください。 
 
一般の学校教育を受ける 95 19.0%  
英語に力を入れた学校教育を受ける 114 22.8%  
塾や予備校で学ぶ 25 5.0%  
語学スクールで学ぶ 131 26.2%  
海外に留学する 176 35.1%  
海外で生活する 271 54.1%  
教室で他の学習者と共に学ぶ 18 3.6%  
教師とマンツーマンで学ぶ 84 16.8%  
自学自習で学ぶ 122 24.4%  
日本人英語教師から学ぶ 17 3.4%  
外国人英語教師から学ぶ 228 45.5%  
教科書・市販のテキストを使って学ぶ 54 10.8%  
本や雑誌を使って学ぶ 56 11.2%  
音声・映像媒体を使って学ぶ 107 21.4%  
コンピュータやネットワークを使って学ぶ 56 11.2%  
対話を通じて学ぶ 227 45.3%  
日常的な反復練習をする 202 40.3%  
短期集中的な学習をする 21 4.2%  

















































毎日 303 60.5% 
週数回 170 33.9% 
月数回 23 4.6% 
年数回 5 1.0% 




問 10-2  1回あたりの学習時間 
 
１５分 77 15.4% 
３０分 190 37.9% 
１時間 177 35.3% 
２時間 39 7.8% 
３時間以上 18 3.6% 






小学校入学前 66 13.2% 
小学校 122 24.4% 
中学校 101 20.2% 
高校 29 5.8% 
１８歳以降 17 3.4% 
時期は問わない 166 33.1% 












































高校 36 7.2% 
高専・短大 59 11.8% 
大学 313 62.5% 
大学院 84 16.8% 
その他 9 1.8% 
合 計 501 100.0% 
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